平成１７年度　２級建築士試験　学科試験問題

〔 建築法規 〕

【ＮＯ．１】

　用語に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。
　１　れんがは、「耐水材料」である。
　２　建築物に設ける消火用のスプリンクラー設備は、「建築設備」である。
　３　地震の振動を支える方づえは、「構造耐力上主要な部分」である。
　４　一戸建住宅の構造上重要でない最下階の床のすべてを木造から鉄筋コンクリート造に造り替え

　　　ることは、「大規模の模様替」である。
　５　地下の工作物内に設ける倉庫は、「建築物」である。
【ＮＯ．２】

　次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。
　１　特定行政庁、建築主事又は建築監視員は、建築物の設計者に対して、建築物の敷地、構造、

　　　建築設備又は用途に関する報告を求めることができる。
　２　特定行政庁は、用途地域内における建築物の用途の制限に関して、公益上やむを得ないと認め

　　　て新築を許可する場合は、あらかじめ、その許可に利害関係を有する者の出頭を求めて公開に

　　　よる意見の聴取を行うか、又は建築審査会の同意を得なければならない。
　３　特定行政庁は、建築基準法令の規定に違反した建築物については、当該建築物の建築主に対し

　　　て、当該工事の施工の停止を命ずることができる。
　４　建築基準法第12条第1項に規定する建築物の所有者又は管理者は、必要に応じ、その建築物の

　　　維持保全に関する準則又は計画を作成しなければならない。
　５　建築審査会の裁決に不服がある者は、国土交通大臣に対して再審査請求をすることができる。
【ＮＯ．３】

　図のような建築物に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、

国土交通大臣が高い開放性を有すると認めて指定する構造の部分はないものとする。

　１　敷地面積は、680m2である。
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　２　建築面積は、260m2である。
　３　延べ面積は、530m2である。
　４　高さは、7mである。
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　５　階数は、3である。
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【ＮＯ．４】

　次の行為のうち、建築基準法上、全国どの場所においても、確認済証の交付を受ける必要があるものはどれか。
　１　木造平家建、延べ面積190m2、高さ5mの美容院から倉庫への用途の変更
　２　木造2階建、延べ面積220m2、高さ8mの一戸建住宅の新築
　３　木造2階建、延べ面積90m2、高さ8mの工場から飲食店への用途の変更
　４　鉄骨造平家建、延べ面積150m2の巡査派出所の新築
　５　鉄筋コンクリート造平家建、延べ面積190m2の事務所の新築
【ＮＯ．５】

　第一種住居地域内(建築基準法第86条第10項に規定する公告対象区域外とする)において、図のような断面をもつ住宅の1階に居室(開口部は幅2m、面積4m2とする)を計画する場合、建築基準法上、「居室の採光」の規定に適合する当該居室の床面積の最大値は、次のうちどれか。ただし、図に記載されているものを除き、採光のための窓その他の開口部はないものとする。
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　１　　44.8m2

　２　　61.6m2

　３　　72.8m2

　４　　84.Om2

　５　　95.2m2

【ＮＯ．６】

　張り間方向に図のような断面(けた:行方向には同一とする)を有する床面積60m2の居室を次の用途として使用する場合、天井の高さが建築基準法に適合しないものはどれか。
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　１　保育所の保育室
　２　共同住宅の集会室
　３　診療所の病室
　４　大学の教室
　５　小学校の教室
【ＮＯ．７】

　建築物の換気又は換気設備等に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、国土交通大臣の認定は考慮しないものとする。
　１　延べ面積200m2の集会場の居室に設ける換気設備は、自然換気設備とすることができない。
　２　水洗便所には、採光及び換気のため直接外気に接する窓を設け、又はこれに代わる設備をしな

　　　ければならない。
　３　旅館の調理室において、発熱量の合計が5kWの火を使用する器具のみを設けた場合には、換気

　　　設備を設けなくてもよい。
　４　機械換気設備は、換気上有効な給気機及び排気機、換気上有効な給気機及び排気口又は換気上

　　　有効な給気口及び排気機を有する構造としなければならない。
　５　住宅の浴室(常時開放された開口部はないものとする)において、密閉式燃焼器具のみを設けた

　　　場合には、換気設備を設けなくてもよい。
【ＮＯ．８】

　木造2階建、延べ面積180m2の店舗併用住宅(1階は店舗及び住宅・
2階は住宅とする)に関する次の記述のうち、建築基準法に適合しな
いものはどれか。
　１　店舗の便所の床を木造とし、直下の地面からその床の上面までを40cmとした。
　２　住宅の屋内階段(直階段)については、その高さが3.2mであったので・踊場を設けないことと

　　　した。
　３　住宅の居間(床面積16m2)に換気のための開口部を設け、その換気に有効な部分の面積をlm2と

　　　した。
　４　店舗の売場内においては、建築材料及び換気設備について・化学物質の発散に対する衛生上の

　　　措置を行うこととした。
　５　住宅の屋内階段(直階段)のけあげの寸法は24cm、踏面は21cmとした。
【ＮＯ．９】

　木造2階建、延べ面積150m2、高さ8mの建築物の構造強度に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、構造計算等による安全性の確認を行わないものとする。
　１　布基礎(プレキャスト鉄筋コンクリートで造られたものを除く)においては、立上り部分以外の

　　　部分の鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さは、捨コンクリートの部分を除いて6cm以上と

　　　しなければならない。
　２　張り間方向及びけた行方向に配置する壁を設け又は筋かいを入れた軸組の長さの合計は、原則

　　　として、それぞれの方向につき、床面積及び見付面積をもとに求めた所定の数値以上となるよ

　　　うにしなければならない。
　３　屋根を金属板でふいた場合、1階の柱の小径は、横架材の相互間の垂直距離の１／３３以上と

　　　しなければならない。

　４　すみ柱を、通し柱としない場合、接合部を通し柱と同等以上の耐力を有するように補強しなけ

　　　ればならない。
　５　構造耐力上主要な部分である柱の小径を求める場合、柱の樹種は関係しない。
【ＮＯ．１０】

　構造計算に関する次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。
　１　鉄骨造平家建、延べ面積250m2の事務所は、所定の構造計算によって確かめられる安全性を

　　　有するものでなければならない。
　２　堅いローム層の短期に生ずる力に対する許容応力度は、国土交通大臣が定める方法による地盤

　　　調査を行わない場合、100kN/m2としなければならない。
　３　風圧力の計算に当たり、建築物に近接してその建築物を風の方向に対して有効にさえぎる他の

　　　建築物がある場合においては、その方向における速度圧は、所定の数値の１／２まで減らすこ

　　　とができる。

　４　事務室の床の構造計算をする場合の積載荷重については、実況に応じて計算しない場合、

　　　2,900N/m2に床面積を乗じて計算することができる。
　５　積雪荷重は、原則として、積雪の単位荷重に屋根の水平投影面積及びその地方における垂直

　　　積雪量を乗じて計算しなければならない。
【ＮＯ．１１】

　次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。
　１　主要構造部が準耐火構造である建築物の階のうち、当該階が階避難安全性能を有するもので

　　　あることについて、階避難安全検証法により確かめられたものであっても、屋内に設ける避難

　　　階段の構造の規定は適用される。
　２　延べ面積が500m2を超える共同住宅における住戸で、床面積が200m2以内ごとに準耐火構造の

　　　床若しくは壁又は建築基準法第2条第九号のニロに規定する防火設備で区画されたものには、

　　　排煙設備を設けなくてもよい。
　３　病院の病室には、非常用の照明装置を設けなくてもよい。
　４　内装制限を受ける特殊建築物の居室から地上に通ずる主たる廊下の床面は、その仕上げを不燃

　　　材料又は準不燃材料としなければならない。
　５　主要構造部が準耐火構造である建築物で、当該建築物が全館避難安全性能を有するものである

　　　ことについて、全館避難安全検証法により確かめられたものについては、排煙設備の設置及び

　　　構造の規定は適用されない。
【ＮＯ．１２】

　次の建築物のうち、建築基準法上、耐火建築物又は準耐火建築物としなければならないものはどれか。ただし、防火地域及び準防火地域以外にあるものとする。
　１　2階建(各階の床面積250m2)で、1階を物品販売業を営む店舗、2階を倉庫とするもの

　２　2階建(各階の床面積150m2)で、1階を倉庫、2階を事務所とするもの
　３　2階建(各階の床面積200m2)で、各階を有料老人ホームとするもの
　４　平家建自動車車庫(床面積300m2)

　５　3階建(各階の床面積300m2)で、1階を飲食店、2階及び3階を事務所とするもの
【ＮＯ．１３】

　次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、耐火性能検証法、防火区画検証法、階避難安全検証法及び全館避難安全検証法による安全性の確認は行わないものとする。
　１　建築物の所定の防火区画に用いる特定防火設備及び建築基準法第2条第九号のニロに規定する

　　　防火設備は、所定の要件を満たすものとして、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの

　　　又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければならない。
　２　共同住宅の片廊下で、住戸の床面積の合計が150m2である階における共用のものの幅は、1.2m
　　　以上としなければならない。
　３　主要構造部が準耐火構造である地上3階地下2階建の建築物において、地下2階(床面積の合計

　　　90m2)に通ずる直通階段は、避難階段又は特別避難階段としなければならない。
　４　避難階が1階である診療所で、2階の病室の床面積の合計が110m2の場合、2階から1階又は地上

　　　に通ずる2以上の直通階段を設けなければならない。
　５　高さ13mの建築物で、3階部分を不燃性の物品の保管のみの用途に供するものにおいて、2階

　　　部分から進入することができる場合、3階部分には、非常用の進入口を設けなくてもよい。
【ＮＯ．１４】

　都市計画区域内のイ～ニの敷地について、建築基準法上、道路と敷地との関係で、原則として、建築物を建築することができないもののみの組合せは、次のうちどれか。
　　　イ　幅員4mの私道で、特定行政庁からその位置の指定を受けたものにのみ3.1m接している敷地
　　　ロ　幅員16mの自動車専用道路にのみ6.7m接している敷地
　　　ハ　土地区画整理法による新設の事業計画のある幅員8mの道路で、1年後にその事業が執行

　　　　　される予定のものとして、特定行政庁が指定したものにのみ5.3m接している敷地
　　　二　幅員4mの村道にのみ1.9m接している敷地
　１　イとロ
　２　イとニ
　３　ロとハ
　４　ロとニ
　５　ハとニ
【ＮＯ．１５】

　2階建、延べ面積500m2の次の建築物のうち、建築基準法上、特定行政庁の許可を受けずに新築することができるものはどれか。ただし、用途地域以外の地域、地区等は考慮しないものとする。
　１　工業専用地域内の共同住宅
　２　第一種住居地域内のカラオケボックス
　３　第一種中高層住居専用地域内の旅館
　４　第二種低層住居専用地域内の保健所
　５　第一種低層住居専用地域内の児童厚生施設
【ＮＯ．１６】

　建築基準法上、用途地域の種類と関係なく定められているものは、次のうちどれか。
　１　建築物の高さの限度(絶対高さ)

　２　建築物の各部分の高さの制限(斜線制限)

　３　建築物の屋根を造り、又はふく材料の制限
　４　学校の建築の制限
　５　工作物への準用における、自動車車庫の用途に供する工作物の築造面積
【ＮＯ．１７】

　耐火建築物を建築する場合、敷地とその建ぺい率の最高限度との組合せとして、建築基準法上、正しいものは、次のうちどれか。ただし、壁面線の指定等はないものとする。

敷　　地
建ぺい率の

最高限度

１
第一種中高層住居専用地域(都市計画で定められた建ぺい率
６／１０)内、かつ、準防火地域内で、角地の指定のない敷地
７／１０

２
準工業地域(都市計画で定められた建ぺい率６／１０)内、かつ、準防火地域内で、角地の指定のある敷地
８／１０

３
近隣商業地域(都市計画で定められた建ぺい率８／１０)内、かつ、準防火地域内で、角地の指定のある敷地
８／１０

４
近隣商業地域(都市計画で定められた建ぺい率８／１０)内、かつ、防火地域内で、角地の指定のない敷地
９／１０

５
商業地域内、かつ、準防火地域内で、角地の指定のある敷地
９／１０

【ＮＯ．１８】

　図のような専用住宅を建築する場合、建築基準法上、容積率の算定の基礎となる延べ面積は、次のうちどれか。ただし、自動車車庫等の用途に供する部分はないものとする。
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　１　　270m2

　２　　235m2

　３　　200m2

　４　　180m2

　５　　165m2

【ＮＯ．１９】

　都市計画区域内における建築物の延べ面積(容積率の算定の基礎となるもの)、容積率及び建ぺい率に関する次の記述のうち、建築基準法上、正しいものはどれか。ただし、特定行政庁の指定等はないものとする。
　１　用途地域の指定のない区域内の耐火建築物は、原則として、建ぺい率の制限を受けない。
　２　敷地に接する道路の幅員によって、原則として、建築物の建ぺい率の制限が異なる。
　３　建築物の自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設の用途に供す

　　　る部分の床面積は、原則として、当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計の１／５を限度と

　　　して、延べ面積には算入しない。

　４　階段室、昇降機塔等の建築物の屋上部分で、水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の

　　　１／８以下の場合においては、その部分の床面積は、原則として、延べ面積には算入しない。
　５　建築物の敷地が容積率の制限の異なる区域にわたる場合においては、当該敷地の全部について、

　　　敷地の過半の属する区域の容積率の制限を適用する。
【ＮＯ．２０】

　図のような敷地(補強コンクリートブロック造、高さ1.5mで、透かしのない塀が、出入口を除き、周囲にある)において、建築物を新築する場合、建築基準法上、A点における地盤面からの建築物の高さの最高限度は、次のうちどれか。ただし、敷地は平坦で、敷地、隣地及ぴ道路の相互間の高低差
並びに門はなく、また、図に記載されているものを除き、地域、地区等及び特定行政庁の指定等はないものとし、日影による中高層の建築物の高さの制限及び建築基準法第56条第7項の規定(天空率)は考慮しないものとする。なお、建築物は、物置(軒の高さ2.3m)を除き、すべての部分において、高さの最高限度まで建築されるものとする。
[image: image8.png]16m

- £
.Sm 2.5m "
220 .
E
Nb—
&
B 5 85— H b L T
N 5 8| (muEtECTED SO
3, w | Al “)
4 BHEE |5
=
O
S Q)
B H 7
2m 11m lm12m



　１　　13.75m

　２　　l6.25m

　３　　l6.50m

　４　　18.75m

　５　　l9.50m

【ＮＯ．２１】

　中高層建築物の日影規制に関する次の記述のうち、建築基準法上、正しいものはどれか。
　１　第一種中高層住居専用地域内にある高さが10mを超える建築物は、全国どの区域内においても、

　　　冬至日の真太陽時による午前8時から午後4時までの間において、地方公共団体が条例で指定す

　　　る号に掲げる時間以上日影となる部分を生じさせることのないものとしなければならない。
　２　日影による中高層の建築物の制限における「平均地盤面からの高さ」とは、当該建築物が周囲

　　　の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面からの高さをいう。
　３　第二種低層住居専用地域内においては、原則として、軒の高さが7mを超える建築物又は地階を

　　　含む階数が3以上の建築物について、日影規制を適用する。
　４　建築物の敷地が幅10mを超える道路に接する場合においては、当該道路に接する敷地境界線は、

　　　当該道路の幅の１／２だけ外側にあるものとみなす。

　５　用途地域の指定のない区域内においては、日影規制は適用しない。
【ＮＯ．２２】

　次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。ただし、地階はないものとする。
　１　防火地域内の3階建、延べ面積80m2の住宅は、耐火建築物としなければならない。
　２　準防火地域内の3階建、延べ面積250m2の物品販売業を営む店舗は、耐火建築物としなければ

　　　ならない。
　３　準防火地域内の2階建、延べ面積400m2の飲食店は、耐火建築物又は準耐火建築物としなければ

　　　ならない。
　４　準防火地域内の外壁が耐火構造の建築物は、その外壁を隣地境界線に接して設けることができ

　　　る。
　５　防火地域内の高さ2mの広告塔で、建築物の屋上に設けるものは、その主要な部分を不燃材料で

　　　造り、又はおおわなければならない。
【ＮＯ．２３】

　次の記述のうち、建築基準法上、誤っているものはどれか。
　１　建築主事は、建築基準法第6条第1項の規定による確認をする場合においては、原則として、

　　　当該確認に係る建築物の工事施工地又は所在地を管轄する消防長(消防本部を置かない市町村

　　　にあっては、市町村長)又は消防署長の同意を得なければ、当該確認をすることができない。
　２　建築工事等を行なう場合において、建築のための工事をする部分が工事現場の境界線から水平

　　　距離が5m以内で、かつ、地盤面からの高さが7m以上にあるときは、国土交通大臣の定める基準

　　　に従って、落下物による危害を防止するための措置を講じなければならない。
　３　屋根及び外壁が帆布で造られ、間仕切壁を有しない、平家建、床面積500m2のスポーツ練習場

　　　には、「簡易な構造の建築物に対する制限の緩和」の規定が適用される。
　４　高さ2mの擁壁には、建築基準法第20条の規定が準用される。
　５　非常災害が発生した区域で特定行政庁が指定するもの(防火地域以外の区域とする)の内におい

　　　て、被災者が自ら使用するために建築する延べ面積30m2以内の応急仮設建築物で、その災害が

　　　発生した日から1月以内に工事に着手するものについては、建築基準法令の規定は、適用しな

　　　い。
【ＮＯ．２４】

　次の記述のうち、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」上、誤っているものはどれか。
　１　認定事業者は、当該計画の認定を受けた計画に係る耐震改修の完了の予定年月日を3月延長し

　　　ようとするときは、所管行政庁の認定を受けなければならない。
　２　耐震改修の計画の認定の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第6条第1項の規定に

　　　よる確認又は同法第18条第2項の規定による通知を要するものである場合において、計画の認

　　　定をしようとするときは、所管行政庁は、あらかじめ、建築主事の同意を得なければならない。
　３　地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しない

　　　3階建、延べ面積1,100m2の工場で同法第3条第2項の適用を受けているものは、特定建築物で

　　　ある。
　４　所管行政庁は、特定建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保するため必要があると

　　　認めるときは、特定建築物の所有者に対し、耐震診断及び耐震改修の指針を勘案して、特定

　　　建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。
　５　所管行政庁は、認定事業者に対し、認定建築物の耐震改修の状況について報告を求めることが

　　　できる。
【ＮＯ．２５】

　建築士の業務に関する次の記述のうち、建築士法上、正しいものはどれか。
　１　建築士は、建築物の工事監理を行う場合において、工事が設計図書のとおりに実施されていな

　　　いと認めるときは、直ちに、建築主事又は指定確認検査機関に報告しなければならない。
　２　建築士は、大規模の建築物の建築設備に係る工事監理を行う場合において、建築設備士の意見

　　　を聴いたときは、設計図書にその旨を明らかにしなければならない。
　３　二級建築士は、他の二級建築士の設計した設計図書について、いかなる場合も、変更すること

　　　はできない。
　４　二級建築士は、鉄筋コンクリート造3階建、延べ面積350m2、高さ12m、軒の高さ9mの物品販売

　　　業を営む店舗の新築に係る設計をすることができる。
　５　二級建築士は、一級建築士でなければ設計又は工事監理をしてはならない建築物について、

　　　建築工事の指導監督の業務を行うことができる。
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